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非課税の対象となる償却資産の例（一部抜粋）

非課税対象資産 
根拠規定（地方税法） 

添付資料 
条 項号 

・保護施設の用に供する固定資産 

地
方
税
法
第
三
四
八
条

定款、法人登記簿謄本、認可証

又は指定書の写し等 

（施設例） 

救護施設 

授産施設 

小規模保育 

保育所 

児童養護施設 

児童発達支援センター 

認定こども園 

養護老人ホーム 

特別養護老人ホーム 

福祉ホーム 

身体障害者福祉センター 

老人デイサービス 

生計困難者のために、無料又は低

額な料金で診療を行う事業 

放課後児童健全育成事業

地域子育て支援拠点事業 

事業所内保育事業等

・小規模保育事業の用に供する固定資産 

・児童福祉施設の用に供する固定資産 

・認定こども園の用に供する固定資産 

・老人福祉施設の用に供する固定資産 

・障害者支援施設の用に供する固定資産 

・社会福祉事業の用に供する固定資産 

・更生保護事業の用に供する固定資産 

・包括的支援事業の用に供する固定資産 

・事業所内保育事業（利用定員が６名以上）

の用に供する固定資産 

※適用する非課税規定に応じて事業主体、事業内容が限定されていますので、所有資産のすべてが非課税となるわ

　けではありません。 

11 実地調査等のご協力のお願い

　地方税法の規定に基づき、市税事務所職員が償却資産の評価等のためにお問い合わせさせていただ

くことや、実地調査にお伺いすることがありますので、その際はご協力をよろしくお願いします。 

　また、地方税法の規定に基づき、法人税または所得税に関する書類について、該当する税務署で閲

覧等を行うことがあります。

　なお、実地調査等により、修正申告をお願いすることがあり、資産の取得年に応じて遡及課税等を

行うことがありますので、ご理解とご協力をお願いします。 

10 非課税となる償却資産

　地方税法第 348 条および同法附則第14 条の規定に該当する資産には、固定資産税は課税されま

せん。非課税該当資産を新たに取得された方または使用用途等に異動の生じた方は、本市市税条例の

規定により「非課税適用（取消）申告書」および非課税に該当することを証する書類の提出が必要です。

非課税適用（取消）申告書は大阪市ホームページからダウンロードできます。 

　https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000006245.html 
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9 課税標準の特例が適用される償却資産

　また、特例の適用にあたっては一定の要件がありますので、詳細については、大阪市船場法人市税

事務所固定資産税（償却資産）グループへお問い合わせください。 

　地方税法等の規定により、一定の要件を備える償却資産については、課税標準の特例が適用され、固

定資産税が軽減されます。当該資産をお持ちの方は、「課税標準特例該当資産明細合計表」および「特

例に該当することを証する書類」の提出が必要です。 

課税標準特例該当資産明細合計表は大阪市ホームページからダウンロードできます。 

https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000006293.html 

課税標準の特例が適用される償却資産の例

大阪市 償却資産申告書 検索

（※１）　先端設備等導入計画等の詳細については、本市経済戦略局産業振興部企業支援課へお問い合わせください。
（TEL：０６-６２６４-９９３８）

（※２）　雇用者給与等支給額を1.5％以上の賃上げ方針を表明した場合
（※３）　雇用者給与等支給額を 3.0％以上の賃上げ方針を表明した場合

特例対象資産 対象者 適用期間 特例率 添付書類

内航船舶 ― ― 1/2 第349条の３
・船舶原簿・船籍票および登録票の写し・検査証書・航海日
誌等

・先端設備等導入計画に係る認定申請書の写し
・先端設備等導入計画の写し
・本市経済戦略局より認定を受けた先端設備等導入計画
　の認定書の写し
・認定経営革新等支援機関による先端設備等導入計画に
　関する確認書の写し
・認定経営革新等支援機関が発行する先端設備等に係る
　投資計画に関する確認書の写し
・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面の写し
・（リース会社が申告する場合は、上記添付書類と併せ
　て「固定資産税軽減計算書」および「リース契約書」の
　写しが必要となります。）

３年度分 1/2
※２ ※２

５年度分
※３ ※３

1/4

適用条項（地方税法）

第5項

附則第15条
先端設備等の
新規取得
※１

項34第等者業企小中

8 電子申告（インターネット上からの申告）について

固定資産税（償却資産）の申告は、簡単・便利な eLTAX を利用した電子申告をぜひご利用ください。 

eLTAXの利用に関するお問い合わせ先 

○　eLTAXホームページにアクセスし、「お問い合わせフォーム」にお問い合わせ内容を入力のう

　　え、送信してください。https://www.eltax.lta.go.jp 

○ 電話でのお問い合わせ（ヘルプデスク）：0570-081459

　　　　　　　　　上記でつながらない場合：03-6745-0720

　　※受付時間 ９：00～17：00（土日祝、年末年始を除く。） エルタックス 検索

メリット

■自宅やオフィスからインターネットを利用して申告書の提出ができます。

■複数の地方公共団体への申告をまとめて一度に送信できます。

■申告書等作成時に、取得価額等の計算をサポートする機能があります。

■無料の eLTAX 対応ソフト（PCdesk）が提供されています。
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